
下記要件をすべて満たすもの
1.事業譲渡や経営者交代等による事業継続が見込
めず、自ら廃業を選択するもの
2.直近決算が実質的に債務超過でなく、完済が求
められる債務について事業清算により完済が見込
めること
3.バンクミーティング等により合意に至った廃業
計画書に従って計画の実行及び進捗の報告を行う
もの
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１年以内（かつ、終期は解散予定日より前）

—

必要となる場合があります。
ただし、法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。


